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資金運用収支の状況及び業務粗利益及び粗利益率�（単位：百万円）
2018年度 2019年度

資 金 運 用 収 支 5,724 5,433

資金運用収益 5,859 5,570

資金調達費用 134 136

役 務 取 引 等 収 支 192 129

役務取引等収益 692 692

役務取引等費用 500 562

その他の業務収支 1,095 587

その他業務収益 1,109 639

その他業務費用 14 52

業 務 粗 利 益 7,011 6,150

業務粗利益率（％） 1.35 1.15
（注）1．�資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（2018年度－千円、2019年度－千円）

を控除して表示しております。

	 2．業務粗利益率＝ 業務粗利益
資金運用勘定平均残高×100

	 3．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

その他業務収支の内訳� （単位：百万円）

2018年度 2019年度

そ の 他 業 務 収 益 1,109 639

外国為替売買益 1 −

国債等債券売却益 1,107 639

国債等債券償還益 − −

その他の業務収益 0 0

そ の 他 業 務 費 用 14 52

外国為替売買損 − 0

国債等債券売却損 − 11

国債等債券償還損 13 39

国債等債券償却 − −

その他の業務費用 0 0

そ の 他 業 務 利 益 1,095 587

役務取引等収支の内訳� （単位：百万円）

2018年度 2019年度

役 務 取 引 等 収 益 692 692

受入為替手数料 450 433

その他の受入手数料 242 259

役 務 取 引 等 費 用 500 562

支払為替手数料 130 129

その他の支払手数料 0 66

その他の役務取引等費用 368 366

経費の内訳� （単位：百万円）

2018年度 2019年度

人 件 費 2,203 1,994

報 酬 給 料 手 当 1,757 1,603

退 職 給 付 費 用 197 149

そ の 他 248 241

物 件 費 1,909 2,179

事 務 費 735 806

旅費・交通費 4 4

通 信 費 59 54

事務機械賃借料 10 8

事 務 委 託 費 479 505

固 定 資 産 費 350 354

土地建物賃借料 100 71

保 全 管 理 費 205 228

事 業 費 337 383

広 告 宣 伝 費 257 298

交際費・寄贈費・諸会費 56 59

人 事 厚 生 費 42 33

減 価 償 却 費 288 440

預 金 保 険 料 155 161

税 金 114 204

合 計 4,227 4,378

損益の状況

業務純益� （単位：百万円）

2018年度 2019年度

業 務 純 益 2,525 　983

実 質 業 務 純 益 2,837 1,796

コ ア 業 務 純 益 1,743 1,206
コ ア 業 務 純 益

（投資信託解約損益を除く。） 1,733 1,059

（注）.�「実質業務純益」「コア業務純益（投資信託解約損益を除く。）」については、銀行法施
行規則等の一部を改正する内閣府令（令和元年9月13日）による改正を受け、2019年
度より開示しております。

	  なお、「業務純益」「コア業務純益」については、昨年度と同様に開示しております。

1．�業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
2．�実質業務純益＝業務純益+一般貸倒引当金繰入額
実質業務純益は、業務純益から一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたものです。

3．�コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益
	  �国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等
債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。
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利益率� （単位：％）

2018年度 2019年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.18 △ 0.15
総資産当期純利益率 0.12 0.05

（注）総資産経常（当期純）利益率＝ 経常（当期純）利益
総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100

預証率� （単位：％）

2018年度 2019年度
期 末 預 証 率 13.72 13.19 
期 中 平 均 預 証 率 14.18   9.64 

（注）1．預証率＝ 有価証券
預金積金＋譲渡性預金 ×100

	 2．�国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

預貸率� （単位：％）

2018年度 2019年度
期 末 預 貸 率 64.76 58.90
期 中 平 均 預 貸 率 67.13 62.76

（注）1．預貸率＝ 貸出金
預金積金＋譲渡性預金 ×100

	 2．�国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

利鞘� （単位：％）

2018年度 2019年度
資 金 運 用 利 回  1.12  1.04 
資 金 調 達 原 価 率  0.85  0.86 
総 資 金 利 鞘  0.27  0.18 

経営指標

受取・支払利息の増減� （単位：百万円）

2018年度 2019年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受 　 取 　 利 　 息 284 △ 402 △ 118 △ 289 △ 0 △ 290
う ち 貸 出 金 301 △ 243 58 △ 207 △ 157 △ 365
う ち 預 け 金 9 9 19 58 △ 46 11
う ち 商 品 有 価 証 券 − − − − − −
う ち 有 価 証 券 △ 17 △ 178 △ 196 △ 130 194 63

支 　 払 　 利 　 息 8 2 11 3 △ 2 1
う ち 預 金 積 金 8 1 10 3 △ 8 △ 5
う ち 譲 渡 性 預 金 − − − − − −
う ち 借 用 金 − 1 1 0 5 6

（注）1．�残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。
	 2．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

最近５事業年度の主要な経営指標の推移
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

経 常 収 益 （百万円） 7,806 8,045 7,804 7,715 6,948
経 常 利 益 （百万円） 2,282 1,850 1,812 974 △ 825
当 期 純 利 益 （百万円） 1,766 1,253 1,316 649 318
出 資 総 額 （百万円） 2,733 2,721 2,709 2,726 2,717
出 資 総 口 数 （千口） 54,663 54,428 54,193 54,529 54,347
純 資 産 額 （百万円） 20,676 21,186 22,004 22,548 21,619
総 資 産 額 （百万円） 457,120 495,579 549,637 568,039 578,368
預 金 積 金 残 高 （百万円） 417,984 450,500 514,205 527,605 538,041
貸 出 金 残 高 （百万円） 243,382 299,182 341,316 341,727 316,926
有 価 証 券 残 高 （百万円） 105,661 97,351 61,741 72,436 70,995
単 体 自 己 資 本 比 率 （％） 9.21 8.35 8.13 8.51 9.09
出資に対する配当金

（ 出 資１口 当 たり）（円） 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

役 員 数 （人） 15 15 11 13 13
う ち 常 勤 役 員 数 （人） 12 12 8 10 10

職 員 数 （人） 310 313 297 270 261
会 員 数 （人） 41,041 41,894 42,736 43,126 42,933

（注）1.�自己資本比率は、「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適
当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。なお、当金庫は国内基準を採用しております。

資金運用収支の内訳� （単位：百万円）

2018年度 2019年度
平均残高 利息 利回り（％） 平均残高 利息 利回り（％）

資 金 運 用 勘 定 519,245 5,859 1.12 533,548 5,570 1.04
う ち 貸 出 金 332,922 5,198 1.56 319,426 4,832 1.51
う ち 預 け 金 113,914 182 0.16 162,755 194 0.11
う ち 商 品 有 価 証 券 − − − − − −
う ち 有 価 証 券 70,321 433 0.61 49,076 497 1.01

資 金 調 達 勘 定 506,412 134 0.02 521,879 136 0.02
う ち 預 金 積 金 495,894 133 0.02 508,964 128 0.02
う ち 譲 渡 性 預 金 − − − − − −
う ち 借 用 金 10,517 1  0.01 12,915 7 0.05

（注）1．�資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高（2018年度275百万円、2019年度283百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高（2018年度－百万円、2019年度－百万円）
及び利息（2018年度－百万円、2019年度－百万円）を、それぞれ控除して表示しております。

	 2．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。
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